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1タレント・エコシステムのオーケストレーション

本稿では、 「タレント・エコシステムのオーケストレーション」（タレ

ント・エコシステムを意図的に牽引し、コーディネーションする）と

いう課題について考察します。COVID-19パンデミックにより、労

働力の変化が続き、労働者の意向や仕事の性質が変化して

いることを踏まえると、これはとてもタイムリーな課題です。

今年の調査では、タレント・エコシステムのオーケストレーションが

多くのビジネス機能の部門間統合を伴う多角的な取り組みに

なっているということが明らかになっています。特に成熟したレガ

シー企業は、労働者へのアクセス、雇用、育成に関する基本

的なマネジメント方法を変更しています。また、リーダーたちは、

人数は多いがコ ン ト ロ ー ルが少ない とい った労働力

（workforce）の変化にも適応しています。場合によっては、

一つの組織で全従業員の約30％～50％をコンティンジェンシー

ワーカー（派遣社員、契約社員、パート・アルバイト、フリーラン

スなど）が占めているケースもあり、自社にとって最も重要な

サービスの一部をサードパーティに依存する企業も増えています。

コンティンジェンシーワーカーに対し従来のパフォーマンスマネジメン

トを禁止する法律があることや、企業が重要なサービスの契約

を工数に依存するようになっているため、労働者の大部分に対

するマネジメントの選択肢が限られているリーダーもいます1。また、

エグゼクティブは様々な文化的課題の対処に苦労することがよ

くあります。既にある企業風土に外部協力者を取り込むために、

どの程度対応すべきなのでしょうか？DEI（Diversity, Equity

and Inclusion）の原則とその実践は、社外の労働者にどの程

度まで適用されるものなのでしょうか？

私たちの調査では、自社のタレント・エコシステムを最も意図的

にオーケストレーションしている企業には五つの共通した特徴が

あることが明らかになっています。そのような企業は他の組織と

比較し次の特徴に当てはまる可能性がはるかに高くなっていま

す。

私たちの調査で明らかになったことの一つは、自社の労働力を

エコシステムの構造と捉えているリーダーは、自社の労働力を

（通常はフルタイムで）雇用された従業員と厳密に捉えてい

るリーダーと比較して、従業員に対する考え方や行動が異なる

傾向にあるということです。さらに、シニアリーダーおよび各部門

のマネジャーは、新しい方法で協力する必要性と機会があると

いうことです。

本報告書はMIT Sloan Management Reviewの3年目にあたり、

デロイトと連携してFuture of Workforce（労働力の未来）に

関する調査を行っています。昨年の報告書では、従来の従業

員に加え、フリーランサー、ギグワーカー、長期の業務委託者、

サードパーティ、プロフェッショナル・サービス組織など、組織と相

互に依存し合う幅広い労働者に対する組織のエンゲージメント

を捉える構造として「タレント・エコシステム」を提示しました。

今年の報告書では、タレント・エコシステムのオーケストレーション

というテーマをさらに深く掘り下げます。私たちの調査では、マネ

ジメント方法、テクノロジー・イネーブラー、統合アーキテクチャ、お

よびリーダーシップアプローチに大きな変化があったことが分かって

います。また、19人のエグゼクティブおよびソートリーダー（シニア

リーダー、HR、調達、財務、IT、ビジネスユニットのリーダーを含む

グループ）とのインタビューを踏まえ、タレント・エコシステムへの

移行により主に影響を受ける機能部門について実践的な複

数の考慮事項を提供していきます。

エグゼクティブ・サマリー

組織が社内および外部の両方の労働力への依存度を高める中、成功するリーダーは

このようなタレント・エコシステムの複雑さを認識しており、新たな仕組みに対応するために

自社のマネジメント方法を適応させていることが今回の調査で明らかになりました。

➢ 社内外の労働者の機能横断的な管理を綿密にコーディ

ネーションしている

➢ 必要な人材を社内外で採用している

➢ 外部労働者の雇用を検討するマネジャーをサポートしている

➢ リーダーが社内外の労働者や協力者への仕事の割り当て

方を理解している

➢ 自社の労働力アプローチをビジネス戦略と連携させている
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3タレント・エコシステムのオーケストレーション

英国の多国籍消費財企業メーカーであるUnileverは、食品・飲料、ビタミン・美容製品、家庭用品・洗

剤など、400を超えるブランドを有しています。1世紀近い歴史を持つUnileverは全世界で15万人を超

える従業員を抱えていますが、人事部門のエグゼクティブ・ヴァイスプレジデントであるJeroen Wels氏は、

Unileverの労働力の中でも外側の中核部分（個人、サードパーティ、エージェンシー）には約300万人

がいると推定しています。Wels氏は、企業は内側と外側の中核部分に対して責任があり、流動性を高

めたい場合は、中核部分の人たちがどこにいて、どのように働いているのかを理解する必要があるという

ことを最近になって実感するようになったと述べています。

「ほとんどの企業は自社の労働力のマネジメント方法はよく理解しています」とWels氏は続けてコメント

していますが、彼はその知識を広範囲の外部協力者にどう適用するのかを考えています。「外部の労働

力について知り、彼らがどのような貢献をすることができるかを知ることがより一層重要になってきていま

す。そのため、外部の労働力に関するデータやインサイトと、内部と外部の間に生じる摩擦についてのマ

ネジメント方法のデジタル化が必要となります。このことは私にとって将来の成長に向かって生産性を高

めるための究極の理想の一つです」と同氏は述べています。

Fortune500企業のMetLifeで最高人事責任者（CHRO）を務めるSusan Podlogar氏もまた、大規模

で多角的なタレント・エコシステムを管理するという難題に直面しています。保険、年金、従業員の福利

厚生プログラムを提供し、154年の歴史を持つ同社は、基盤である従業員に加え、様々なコンティン

ジェンシーワーカー（派遣社員、契約社員、パート・アルバイト、フリーランスなど）や、ソフトウェアおよび

アプリの開発者などの外部のサードパーティーも提携しています。

「従業員とは何かについては明確な定義がありますが、『労働力（workforce）』とは何でしょうか？そ

れには幅広い概念があります。存在する障壁の一部を破壊して、一つのまとまったグループとして管理す

るにはどうしたらいいのでしょうか？」とPodlogar氏は尋ねます。同氏は、法律や規制の問題のほかにも、

外部労働者の日常的な体験も懸念事項であると指摘しています。「彼らが会社のパーパスとつながって

いることをどのように確認すればよいのでしょうか？人には選ぶ権利があり、私たちはその体験を最高の

ものにしたいと考えます。私たちは、彼らを正しく信頼し、サポートし、育成していることを確かめます。そ

れは難しい課題であり、チャンスでもあります。」

はじめに
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今回の調査について

私たちの調査の結果は、グローバル・エグゼクティブ・サーベイ、

学界と産業界のソートリーダーへのインタビュー、そして文献調

査に基づいています。私たちは2021年の秋に、129カ国で

4,078人のマネジャーを対象に調査を実施しました。対象者の

業種の数は合計で29でした。また、19人のエグゼクティブと

ソートリーダーにもインタビューを行っています。

リサーチチームは、サーベイの回答を使用し、組織をIntentional

Orchestrators（意図的なオーケストレー タ）、 Partial

Orchestrators（部分的なオ ー ケ ス ト レ ー タ） 、Non-

Orchestrators（非オーケストレータ）の三つのカテゴリに分類す

るオーケストレーション指標を算出しました。これらのカテゴリを判

断する際には次の三つの基準を使用しています。①回答者は

自社の労働力をどの程度幅広く定義しているか。②社内およ

び外部の労働者の管理はどの程度統合されているか。③より

多くの外部提供者からなる労働力を管理するためにどの程度

準備しているか。これら三つの測定結果を合計して一つのスコア

としています。各インデックスの平均値から一つの標準偏差を使

用してスコアを分割し、カテゴリ分類を行っています。サンプル数

全体に占める割合については、Intentional Orchestratorsが

22％、Partial Orchestratorsが60％、Non-Orchestratorsが

18％でした。

私たちは、UnileverやMetLifeなどの世界の企業がどのようにし

てタレント・エコシステムのオーケストレーションという難題に対応

しているのかを理解するために、4,078人のマネジャーを対象に

サーベイを行い、19人のエグゼクティブとソートリーダーにインタ

ビューを実施しました。

タレント・エコシステムをオーケストレーションするには、新しい一

連のマネジメント方法、リーダーシップアプローチ、その他の変化

が必要であることがますます明確になってきています。従業員

の管理からタレント・エコシステムのオーケストレーションに移行す

ることは小さな変化ではありません。この移行を積極的に行っ

ているリーダーは、自社の労働力についての考え方や、業務を

どのように完了すべきかについての考え方が他者と違うだけで

なく、状況に応じて自身の行動も変えています。

私たちが実施したグローバルサーベイおよびエグゼクティブとマネ

ジメント層へのインタビューに基づいて、リーダーはどのようにタレ

ント・エコシステムのオーケストレーションへの移行を開始できる

のかについて、具体的なガイダンスを提供します。

MIT Sloan Management Reviewとデロイトによる過去の調査

では、ビジネス戦略と労働力戦略を連携させる構造としてタレ

ント・エコシステムを紹介していますが、今年の報告書はそれを

踏まえたものになります。本報告書では、タレント・エコシステム

のオーケストレーションに既に着手している複数の組織を紹介し

ます。私たちは、実施したサーベイのデータを使用して、程度の

大小にかかわらず意図的にタレント・エコシステムの牽引と管

理を行っている組織を識別するための「タレント・エコシステムの

オーケストレーション指標」を作成しました。

このタレント・エコシステムのオーケストレーション指標が最も高

かった組織には注目すべき特徴がいくつかあり、「社内外の労

働者やサードパーティーの機能横断的な管理を綿密にコーディ

ネーションしている」、「必要な人材を社内外で採用している」、

「外部労働者の雇用を検討するマネジャーをサポートしている」、

「リーダーが社内外の労働者や協力者への仕事の割り当て方

を理解している」、「自社の労働力アプローチをビジネス戦略と

連携させている」という特徴に当てはまる傾向が高くなっていま

す。

本報告書では、私たちが実施した定性・定量調査を踏まえ、

特に、労働力として含まれる様々な種類の貢献者が相互に

連携し、相互に依存することが多い場合において、組織のシ

ニアリーダーとマネジャーが協力し、労働力全体の牽引、統合、

管理をより効果的に行う方法についての新しいアプローチを提

示します。



私たちは、タレント・エコシステムを、組織のための価値創造に

重点を置いた構造と定義しています。この構造には、個人と

集団の両方の目標を追求する組織内外の人材が存在し、

参加者間の相互依存性と補完性が含まれています。

5タレント・エコシステムのオーケストレーション

本調査の複数の情報源から、派遣、パートタイム、業務委託

といった雇用形態への依存度の高まりが示唆されています2。ま

た、多くの企業が、既存の製品やサービスの価値を創造したり、

付加価値を出すために、外部企業に依存することが多くなって

います。Amazonが輸送部門であるAmazon Logisticsを立ち上

げた際、運転手を雇うことはありませんでした。その代わり、独

立した配送業者とパートナーシップを結びました3。多くの企業が

戦略として、重要な労働力の貢献者を提供する小規模パート

ナーのネットワークを利用していますが、Amazonはそれに倣った

のです。

こうした傾向は、労働力に対するマネジャーの認識にも影響を

与えているようです。私たちが実施したグローバルサーベイでは、

世界中の企業のうち、93％のマネジャーが、一部の外部労働

者を自社の労働力の一部として重視していることが分かってい

ます。私たちは過去2年間で、50人を超えるエグゼクティブをイ

ンタビューしましたが、彼ら全員が例外なく、労働力は雇用した

従業員という厳密な定義ではなくなっていると断言していました。

彼らにとっては、仕事とは、第三者組織など、企業の内外を問

わず、様々な種類の労働者によって行われるものなのです。こ

れらの貢献者は、組織に直接雇用されている場合もあり、組

織と契約している場合もあります。また、組織とは直接契約し

ていない補完者である場合もあり、このような個人や企業（ア

プリ開発者など）は、企業の製品と連携する製品やサービス

（消費者がスマートフォンにダウンロードできるアプリなど）を作

成しています。

労働力に関する幅広い視点

リーダーは、誰が、あるいは何が、自社の労働力全体を構成し

ているのかについて幅広く考えています。NASA でMission 

Support Directorを務めるRobert Gibbs氏は、NASAはその労

働力について広く包括的な見方をしていると説明しています。

「NASAでは米国連邦政府の職員（連邦政府における労働

力の従来の定義）が約3分の1を占め、3分の2は業務委託者

が占めています。しかし、私たちは、これらすべての人たちを

NASAの職員と考えています。外部の3分の2には、150の国際

的パートナーシップと700の商業的パートナーシップが含まれます。

私たちは、様々な領域で多くの仕事をしていますが、従来とは

異なる定義の『労働力』にある人材を最大限に活用するように

しています。」

Velocity Career LabsおよびVelocity Network Foundationは

キャリアの資格認定のためにブロックチェーンを展開している組

織ですが、CEOのDror Gurevich氏は、労働力に関して幅広い

視野を持っており、「誰かのために働く人はすべて労働力です」

と述べています。「労働力とはそれほど広い意味です。フルタイ

ム、パートタイム、兼業、ギグワーク、派遣労働、フリーランス、契

約、下請けなど、仕事をすることに関わるすべての人が含まれま

す。」同氏の意見は、私たちがインタビューを行ったエグゼクティ

ブ全員の意見と同じでした。従業員のみが労働力という概念

は過去のものだということです。

日本のメーカーであるライオン株式会社は、副業制度を導入し、

従業員が社外で仕事をすることを推奨しています。この制度は、

従業員の働く意欲を高めるものであると同時に、ライオン株式

会社の従業員であることの意味について幅広く定義するもので

す。ライオン株式会社人材開発センターの統括リーダーである

大道寺義久氏は「まだまだ進歩を遂げなければなりませんが、

今後、当社のビジネスのために副業を拡大したいと考えていま

す」と説明しています。

セクション1：タレント・エコシステム
―新たな現実
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IBMの元最高人事責任者（CHRO）で、現在はHarvard

Business Schoolで上級講師を務めるDiane Gherson氏は、労

働力に関する自身の幅広い定義の中でもテクノロジーを重視し

ています。「労働力は従業員で構成されていますが、同時に、

業務委託者およびアウトソーシングの組織やロボットからも構成

されています」と彼女は述べています。「また、ロボットは労働力

の中でますます大きな割合を占めるようになっています。以前は

現実の人間が取り組んでいた課題に関して、ロボットがより多

くの業務を引き受け、リーダーや従業員と共に直接取り組んで

います。」このようなテクノロジーは、人間や貢献する組織と並ん

で、エコシステム構造の中で相互に連携する参加者のネット

ワークを構築します。

社内外の労働力への参加者を意図的にオーケスト
レーションする

タレント・エコシステムをオーケストレーションする際に、労働力に

対する広い視野を総合的な管理と合わせることが、多くの人

にとって重要な課題です。実際は、ほとんどの組織が従業員と

外部協力者をビジネスの異なる領域で別々に管理しています。

これを他のことで例えると、企業が複数のCRMシステムまたは

複数のサプライチェーンを、ほとんど接点がない状態で同時に運

用するというのはあり得ない状況です。それにも関わらず、企業

内の異なる部署が、労働力の様々な部分を連携のない状態

で管理していることは珍しくありません。従業員のことはHR部門

に、業務委託者のことは調達部門に、外部組織のことは戦略

的ビジネス開発部門に、という考え方なのです。

Nikeの取締役会役員であるCathy Benko氏は、多くの場合、

多様なポートフォリオ全体に対しての責任はどこか一つの機能

部門が負うものではないと断言しています。「ビジネスユニット

リーダーの仕事は、業務を完了させるということだけです」と彼女

は述べています。「プレイヤー全員に必要なスキルのすべてを、時

間をかけて持続的に開発する方法を考えるのはビジネスユニッ

トリーダーの仕事ではありません。それは誰の仕事でもないので

す。プロジェクトメンバーの仕事でもなければ、HR部門の仕事で

もなく、買掛金担当の仕事でもありません。それは誰の仕事で

しょうか？」社内外の貢献者を効果的に管理するためのインフ

ラやプロセスを構築するには、多角的なアプローチが必要になり

ますが、それは複雑であったり、大きな労働力を要したりする可

能性があります。

それでもなお、より意図的にタレント・エコシステムをオーケスト

レーションする必要性を、組織はますます認識するようになって

います。サーベイでは74％の回答者が、外部労働者の効果的

な管理が成功に不可欠であると考えており、タレント・エコシス

テムの管理と希望するビジネスの成果の達成との間に関連性

があることが広く認識されていることが分かります。Dave Ulrich

氏はUniversity of MichiganのRoss School of Businessで

Rensis Likert Professorを務めており、HRコンサルティングファー

ムであるThe RBL Groupの共同創設者兼プリンシパルですが、

同氏は「フルタイムでもパートタイムでも、外部の人間であっても、

彼らのために仕事のシステムを構築しなければなりません。結

果とプロセスの両方について説明責任を果たすようなポジティブ

なパフォーマンスマネジメントを考える必要があります」と述べて

います。

スイスのグローバルヘススケア企業であるNovartisは、外部労働

者への依存度が高まっているため、より意図的に外部労働者

を管理するアプローチを取り始めています。同社のHRでヴァイス

プレジデントを務め、人材のグローバルヘッドでもあるMarkus

Graf氏は「過去12～18カ月間、私たちは外部の労働力をより

意図的に管理することに焦点を当ててきました」と述べています。

「今後の展開については、労働者を引き付けるためだけでなく、

社内で足りないスキルを獲得するために、社外の労働力をより

積極的に管理することになるでしょう。スキルのある人材が従来

型の労働をしたがらなくなりつつあるTech関連の仕事では、そ

の重要性がさらに増しています。」Novartisにとっては、外部労

働者へのアクセスを管理することは、働く人を自社で管理する

ことと同じくらい重要です。

オーケストレーション

「オーケストレーション」には、交響曲の具体的な編

曲から、参加者グループのコーディネーションまで多

くの意味があります。本報告書で使用する「オーケ

ストレーション」の意味は、組織（および個人）の

目標達成に向けて、別々の参加者が足並みを

揃えて取り組むようにコーディネーションすることで

す。Reed Hastings氏およびErin Meyer氏は、

2020 年に出版し た本 「 No Rules Resins 」

（Penguin Press）で、楽譜や決まった役割に大

きく依存する交響楽団の指揮と、即興演奏が多

くなることがよくあるジャズバンドの結成を分かりや

すく区別しています。タレント・エコシステムには、

オーケストラのように厳格で決められた指揮が必

要な場合（例えば、最大限の安全性が必要な

危険な状況や命にかかわるような状況）もあれ

ば、創造性や革新性が最も必要な場合も多く、

ジャズバンドを例として挙げるのが適しているかもし

れません。しかし、どちらの状況においても、オーケ

ストレーションによって、ミュージシャンは感動的な

音楽を生み出すことができます。タレント・エコシス

テムについては、参加者のオーケストレーションを行

うことで、組織は戦略的目標を効率良く達成す

ることが可能になります。
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タレント・エコシステム全体をどのように管理するかについて取り

組んでいるのは、Novartisだけではありません。サーベイ回答者

の約4分の3が、外部労働者の管理はビジネスの成功に不可

欠であると考えている一方で、社内外の貢献者を管理するた

めに統合的なアプローチを実際に行っていると回答した割合は

58％と少なくなっています。外部協力者への依存度が高くなっ

た際の労働力を管理するための準備が自社には十分できてい

ると答えた割合は30％とさらに低くなっています。（図1参照）

課題の一つは、古くからの慣習や考え方が根強く残っているこ

とです。MetLifeのPodlogar氏は「『社内の私たち』が提供でき

るものから、『集団としての私たち』が達成できるものへ」という

根本的な意識改革を提唱しています。「意識改革を行うことで、

顧客のニーズに応え、成長を加速させ、仕事を有意義にするた

めの新たなフロンティアを開拓することが可能になります。すると、

手元にあるすべてのリソースを活用することになるため、より幅広

い成果を得ることができます。」タレント・エコシステムのオーケス

トレーションには、リーダーによる意識改革だけではなく行動改

革も必要になるかもしれません。

UnileverのWels氏も意識改革が必要だと考えています。「社

内の労働力を管理するだけでなく、より大きな目標に向かって

リーダーシップを発揮するのです」と彼は述べています。「そうすれ

ば、『社内だけでなく、社外でも人材を育成し、より柔軟で機

動的な組織を作りましょう』という話になるため、リーダーの意識

改革に大いに役立ちます。」

もちろん、妨げになっているのは固定観念だけではありません。

Ubisoftでグローバル人材のヴァイスプレジデントを務めるAndrew

Saidy氏は、一部の国の企業は法律や規制上の要件により、

タレント・エコシステムの管理について見直すことを余儀なくされ

ていると指摘します。「英国を例に挙げると、サードパーティの労

働者は会社の従業員ではないので、マネジャーが直接パフォー

マンスに関するフィードバックを与えたり、注意したりすることはで

きません。これは、パフォーマンスマネジメントに特有の課題で

す」と彼は述べています。タレント・エコシステムのアプローチは、

従業員のために（そして従業員を中心として）構築された従

来のマネジメント方法を進展させるものですが、地域や規制環

境の違いによって複雑さが増す可能性もあります。

タレント・エコシステムにおける組織風土

組織が様々な外部協力者への依存度を高める中、そのような

貢献者を組織風土にどの程度まで取り込むことができるか、ま

た取り込むべきかについて組織で検討が行われています。

Gherson氏は、これは労働力について組織が取り組むべき喫

緊の課題だと指摘しています。「米国では、価値観や文化が

異なる人々が自分たちの仕事をすることが増えた場合、どのよ

うに自分たちの文化をコントロールするかということが大きな課

題になっています。」私たちの調査で多くの人々が回答した内

容は、そのような人たちをより意図的に文化に取り込んでいくと

いうことでした。
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サーベイ回答者の多く（80％）が、外部労働者が組織風土

に参加することが重要であると考えています。

組織風土に外部労働者を取り込むかどうかは、最終顧客の

視点で考える必要があると指摘したインタビュー回答者もいまし

た。グローバル人材ソリューションプロバイダーの Randstad

SourcerightでCEOを務めるMichael Smith氏は、クライアントは

フルタイムの労働者と業務委託者の区別をしていないと指摘し

ています。「私たちのクライアントは、コンティンジェンシーワーカー

のことをサポートのために雇われた従業員だとは思っていません」

と同氏は述べています。「コンティンジェンシーワーカーは私たちの

ブランドを反映するものだと顧客は思っています。」Smith氏は、

組織を代表するすべての人が組織の文化基準に合わせ、組

織で共有される価値観を反映する必要があると考えています。

このように足並みを揃えることは簡単なことではありません。ひと

つには、法律や規制の障害、そして外部労働者を社内の文化

に深く入り込ませることに内在するリスクがあるからです。また、

外部労働者は、必ずしもそこに参加することに興味があるわけ

ではありません。不動産の写真を提供する会社「PlanOmatic」

の創業者兼CEOのKori Covrigaru氏は、業務委託者を同社の

文化に巻き込もうとしたものの、失敗に終わってしてしまったと

振り返ります。

「通常、業務委託者は複数のギグワーカーを抱えています」と

Covrigaru氏は指摘します。「彼ら自身がブランドであり、自分

たちの文化を持っています。週に1日か2日しかここにいない人た

ちに賛同してもらうのは困難でした。」

DEI（Diversity, Equity and Inclusion）

タレント・エコシステムの機会と課題の一部は、DEI（Diversity,

Equity and Inclusion）の取り組みという視点から捉えることが

できます。一般的には、組織はDEIの成果の測定と促進をより

積極的に行っていると言われています。しかし、私たちのサーベイ

では、自社でDEIの取り組みの効果を測定する際に、外部協

力者を含めていると答えたのは、回答者のわずか33％でした。

外部協力者が多くの労働力の中で重要な部分を占め、その

割合が増加していることを考えると、このデータポイントは、多く

の組織が出しているDEIの数値は、その組織のタレント・エコシス

テム全体という意味では誤解を招く恐れがあることを示唆して

います。

多様な「従業員」の基盤があっても、その基盤がタレント・エコシ

ステム「全体」に占める割合が小さければあまり意味がありませ

ん。従業員の基盤の中では公平性があっても、その基盤が労

働力全体に占める割合が小さく、タレント・エコシステム全体で

見ると不公平な扱い（給与の不公平など）が存在する場合、

その公平性はあまり意味のないものになります。組織は、タレン

ト・エコシステム全体でDEIの問題に取り組む必要性をますます

認識しています。 Smith氏によると、2年前は、Randstad

Sourcerightのクライアントの中には、従業員以外のDEIについ

て考えている人はほとんどいませんでした。現在では、ほとんど

のクライアントが「コンティンジェンシーワーカーに対して自分たちが

行っている取り組みが、恒久的組織として掲げている目標と一

致していることを確認する方法」を知りたいと考えています。より

多くのエグゼクティブが、組織の理念や価値観をタレント・エコシ

ステム全体に適用する方法を模索しています。

同様に、Novartisは外部労働者の管理を始めるにあたり、困

難ではあるものの、外部の労働力の多様性を測定する予定で

す。「まずは社内でDEIに焦点を当てることから始めました」と

Graf氏は述べています。「外部の労働力をより積極的に管理

するようになれば、外部の労働力についてもDEIという視点を通

して見るようになるでしょう。今は、どの程度の量のデータを保有

し、どれくらい簡単に情報を入手するかが課題です。エスニシ

ティ（民族性）に関するデータを入手することは多くの国で法

的に認められていないため苦労しています。しかし、外部パート

ナーとの状況を考えてDEIを管理したいという思いは当然ありま

す。」

私たちのサーベイでは、自社でDEIの取り組みの効果を

測定する際に、外部協力者を含めていると答えたのは、

回答者のわずか33％でした。



図 2

タレント・エコシステムのオーケストレーション指標

私たちは、サーベイの三つの質問に対する回答を基に、

回答者を三つのグループに分類しました。

22%

Intentional  Orchestrators
（意図的なオーケストレータ）

Partial Orchestrators
（部分的なオーケストレータ）

Non-Orchestrators
（非オーケストレータ）

60% 18%

サンプルサイズ 1,958

9タレント・エコシステムのオーケストレーション

また、外部労働者は短期間のギグワークを求めて組織を渡り

歩くことが多いことも課題です。「インクルージョンは難しいことで

すが、より良い結果をもたらしてくれるものでもあります」と

MetLifeの Podlogar氏は考えています。「インクルージョンとは、

単にすべての人を集めるということではなく、彼らのバックグラウ

ンドや経験、それぞれのやり方でどのように貢献できるかなど、

根本的に彼らを理解し、それを仕事や成果に反映させることで

す。人の出入りが頻繁だと、それを持続させるのは難しいかもし

れません。」ダイナミックなタレント・エコシステムでは、エグゼク

ティブはDEIのパフォーマンスに対するアプローチを見直す必要が

あります。この課題は、組織のタレント・エコシステムに、独自の

DEIアジェンダやイニシアチブを持つ別々のビジネスユニットが含

まれる場合、さらに複雑になります。

組織は、タレント・エコシステムのオーケストレーションという課題

に取り組み始めたばかりです。私たちは、そのプロセスをさらに進

めている企業との違いがあるとすれば、それは何かを特定したい

と考えました。そのため、サーベイの回答に基づき、タレント・エコ

システムのオーケストレーションについて異なるレベルを反映させ

たオーケストレーション指標を作成しました。

それには、①社内外の両方の貢献者を含めた労働力のビジョ

ン、②社内および外部の労働者の管理がどの程度統合されて

いるか、③より多くの外部プロバイダーで構成される労働力を管

理するための準備がどの程度できているか、という三つの基準

を使用しています。この三つの基準を合計して一つのスコアとし、

そのスコアに基づいて、回答者を三つのグループに分けています。

最もスコアの高いグループの組織は、Intentional Orchestrators

（意図的なオーケストレータ）に分類されます。これらの企業は、

自社の労働力を従業員と外部協力者の両方と捉えています。

また、社内および社外の両方の労働者を管理するための統合

されたアプローチを追求しています。そして、外部労働者への依

存度が高くなる今後の労働力を管理するための準備を進めて

います。Intentional Orchestrators以外のグループは、Partial

Orchestrators（部分的なオーケ ス ト レ ー タ）と Non-

Orchestrators（非オーケストレータ）と呼んでいます。（私たち

が使用した具体的な質問内容、三つのカテゴリへの分類方法、

三つのカテゴリに分類された回答者数の内訳については、7ペー

ジの「今回の調査について」をご覧ください。）（図2参照）

セクション2：オーケストレーションの
課題に立ち向かう

1. あなたの組織では、以下の各グループをどの程度、

自社の労働力の一部と考えていますか？

• フルタイム／パートタイム従業員

• 業務委託者

• サービスプロバイダー

• 外部協力者

• アプリ開発者／アクセサリプロバイダー

2. 私の組織では、社内従業員と外部協力者を管理

するために統合されたアプローチを採用している

3. 私たちの組織は外部の業務委託者（ギグワーカー

またはコンティンジェンシーワーカーなど）、外部協力

者（クラウドソーシングの参加者など）、アプリ開発

者／アクセサリプロバイダーなどへの依存度を増した

際の労働力を管理するための準備を十分に行って

いる
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66% 14%35%

38%

Intentional Orchestrators
のうち、自社の労働力の機能横断的な

管理を綿密にコーディネーションすると

答えた回答者の割合

全対象者のうち、自社の労働力の機能横断的な管理を

綿密にコーディネーションすると答えた回答者の割合

Partial Orchestrators
のうち、自社の労働力の機能横断

的な管理を綿密にコーディネーション

すると答えた回答者の割合

Non-Orchestrators
のうち、自社の労働力の機能横断

的な管理を綿密にコーディネーション

すると答えた回答者の割合

Intentional Orchestratorsには五つの顕著な特徴がありますが、

このセクションでそれぞれの特徴について詳しく説明します。

1. Intentional Orchestratorsは社内および外部の労
働者の機能横断的な管理を綿密にコーディネーショ
ンする傾向にあります。

Intentional Orchestratorsは自社がエコシステムの機能横断

的な管理をコーディネーションしていると答える傾向が他の回答

者よりはるかに高くなっています。現在、自社で社内従業員や

外部協力者の機能横断的な管理をコーディネーションしている

と答えた回答者は「全体で」わずか38％でした。そのようなコー

ディネーションを行っているIntentional Orchestratorsの割合は

66％となっており、これはPartial Orchestrators（35％）と比

較すると2倍近くの高さであり、Non-Orchestrators（14％）と

比較すると4倍以上の高さでした。（図3参照）

タレント・エコシステムの管理の大部分がそうであるように、この

プロセスも始まったばかりの段階にあります。例えば、Novartisは

People & Organization部門のサポートのもと、100,000人を超

える社内労働者と50,000人の外部労働者のマネジメントの統

合に向けて取り組んでいます。「組織は労働力をより計画的に、

また対外的にも管理したいと考えるようになるため、HRはよりア

クティブな役割を担うようになると思います」とGraf氏は予測し

ています。

「現在、人材管理と人材獲得の組織の間に共同の責任があ

ります。私たちのビジョンは、労働力戦略を総合的に受け入れ

るためのシームレスな体験を提供することです。さらに目的意識

を持って外部の労働力を管理するために、HRチームに投資する

ことに価値があると私たちは考えています。」

2. Intentional Orchestratorsは他者と比較して、必
要な人材を社内外で採用・確保する傾向にありま
す。

79％のIntentional Orchestratorsは、今後18～24カ月の間に、

自社の戦略的目標を達成するために必要な従業員を採用す

ることができるだろうと考えています 。同意見の Non-

Orchestratorsはわずか34％でした。

外部協力者についても、その結果は同様でした。80％の

Intentional Orchestratorsは、自社の戦略的目標を達成する

ために必要な外部協力者を確保することができるだろうと考え

ていましたが、同意見のNon-Orchestratorsはわずか32％でし

た。（図4参照）
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Intentional Orchestrators
は必要な人材を採用する

準備を入念に行って

います

Intentional Orchestratorsは

必要な人材を社内外で採
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私たちの定性調査では、組織がこれらの問題に、より戦略的に

取り組み始めていることが分かっています。例えば、Randstad

SourcerightのSmith氏は、あるクライアントが社内および外部

の労働者の採用をコーディネーションするために、機能横断的な

「未来の労働力」タスクフォースを設置したと述べています。「彼

らの仕事は、従来の縦割り型の購買行動を取り除き、より結

合した方法で活動することです」と彼は説明しています。「通常

は、HR・人材獲得部門が正社員雇用を担当、調達部門がコ

ンティンジェンシーワーカーの雇用を担当、事業部門の責任者が

ITプロジェクトを実施、などとなっています。そして、そのグループ

が目指すところは、『より効率的な方法でエコシステムを活用す

るための理解を深めるには、我々はどのように協力し合えばよ

いのか』ということです。彼らがその知識を共有することで、採用

までの時間を短縮し、採用の質を高めることができています。」

人材派遣会社のManpowerGroupでチーフ・イノベーション・オ

フィサーを務めるTomas Chamorro-Premuzic氏は、クライアント

が人材派遣についてより戦略的に考えるようになっていると述

べています。「クライアントは、『ITコンサルタントや業務委託、カ

スタマーサービスのオペレーターを今すぐに大量に探してください』

と依頼する代わりに、『私のビジネスの今後の構成について、ど

のように考え、計画する必要がありますか？』というような、より

総合的な質問をするようになりました。その中には、『実際にフ

ルタイムの従業員は何人になりますか？』という質問の代わり

に、アウトソーシングモデルでは、『どのような構成で、どういう計

画を立てればいいですか？』という質問も含まれます。」

意図的にオーケストレーションされたタレント・エコシステムでは、

企業が必要とする能力は何かという質問は、その能力がどこに

存在するとしても、企業がその能力にどのようにアクセスし、確

保するかという観点から構成されます。

タレント・エコシステムのオーケストレーションを最も意図的に行っ

ている企業は、通常、必要とする労働者を雇用するための

様々な施策や、システム、プロセスを開発しています。外部労

働者の雇用を増やしている企業もあれば、輸送物流会社の

DHLのように、戦略的な採用や組織内の従業員の柔軟性に

重点を置いている企業もあります。DHLでGroup Learning,

Talent and HR Platformsのヴァイスプレジデントを務める

Meredith Wellard氏は「今後、労働力プールを持続的に確保

するために、様々なレベルの労働力を管理する必要がありま

す」とコメントしています。そのため、DHLは社内人材の雇用・昇

進のためにタレントマーケットプレイスを作りました。このスキルベー

スのタレントマーケットプレイスはオープンで従業員主導のもので

あり、社内の従業員にとってより多くの機会を生み出します。
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Intentional Orchestrators
は主な採用活動を

サポートしています

Intentional Orchestrators は
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8倍

91%
Intentional Orchestratorsのうち、「私の組織は外部協力

者を雇用しようとしているマネジャーをサポートしている」とい

う記述にどの程度同意するかについて、「同意する」と答え

た割合

39%
Non-Orchestratorsのうち、「私の組織は外部協力を雇用
しようとしているマネジャーをサポートしている」という記述に

どの程度同意するかについて、「同意する」と答えた割合

「私の組織は外部協力者を雇用しようとしているマネジャーをサポートしている」という記

述にどの程度同意するかについて、「強く同意する」と答えたIntentional 

Orchestratorsの割合はNon-Orchestratorsの8倍です。
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オーケストレーションには、従業員を雇用するためだけの施策も

あれば、外部協力者のためだけのものもあります。また、社内の

マーケットプレイスを外部協力者にオープンにするなど、社内外

の貢献者を融合させる施策への関心も高まっています。

3. Intentional Orchestratorsは外部労働者を雇用
しようとしているマネジャーをサポートする傾向が他の
回答者より高くなっています。

Intentional Orchestratorsの大部分（91％）が、外部協力

者の採用に努めるマネジャーをサポートしていると答えています。

Non-Orchestratorsでは、マネジャーを同様にサポートしている企

業はわずか39％でした。さらに、「私の組織は外部協力者を雇

用しようとしているマネジャーをサポートしている」という記述にど

の程度同意するかについて、「強く同意する」と答えた

Intentional Orchestratorsの割合は、Non-Orchestratorsの8

倍でした。（図5参照）

NovartisのGraf氏は、外部労働者のニーズの増加に対応する

ために、リーダーたちは新しいテクノロジーとプロセスを模索してい

ると述べています。「社内では、よりアジリティが求められる部署

もあるため、社内および外部の労働者との適切なバランスを模

索することが多くなっています」と同氏はコメントしています。「そ

のため、『この外部リソースプールをどのように活用するか』につい

て、プロセスやテクノロジーの使用可能性の観点から考える必

要があるのです。」

規模が大きくなると、特に大規模組織では、マネジャーやビジネ

スユニットが必要な労働者にアクセスするための新しいリソース、

ビジネスプロセス、システムが必要となることがあります。

例えば、外部労働者や専門スキルへの依存度が高まるにつれ、

外部人材の資格を確認、検証する新たな仕組みが必要にな

るかもしれません（社内労働者についても同様です）。組織

は、このようなことを行うシステムの開発により採用マネジャーを

サポートすることができます。

University of ArkansasのBlockchain Center of Excellenceで

Directorを務め、Information SystemsのWalton Professorで

もあるMary Lacity氏は「現在、問題になっているのは、才能の

持ち主が自分のスキルを誇張したり、嘘をついたりすることです。

スキルの検証をもっと上手に行うにはどうしたらいいのでしょう

か？」とコメントしています。

また、SmartResumeの親会社「iDatafy」の創業者であるDavid

Wengel氏は資格の証明をサポートするデータのコンソーシアムを

構築しています。これらのコンソーシアムでは、高度なテクノロ

ジーと洗練されたデータ共有により、認定資格を持つ求職者へ

の積極的な働きかけを可能にし、採用マネジャーをサポートして

います。タレント・エコシステムのオーケストレーションを前進させる

ために努力する企業のマネジャーは、このような第三者組織に

求職者の資格保有の証明を依頼したり、資格証明の使い方

や評価方法についての助言を求めて関連企業に依存したりす

る度合いが高まっています。
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Intentional Orchestrators
は仕事の割り振り方を理

解しています

Intentional Orchestratorsは
社内および外部の労働者間

で仕事を割り振るリーダーシッ

プスキルを持っています。

5倍

49%
自社のリーダーは社内や外部の労働者に向いている

仕事の種類を理解していると答えたIntentional 

Orchestratorsの割合

10%
自社のリーダーは社内や外部の労働者に向いている仕事の

種類を理解していると答えたNon-Orchestratorsの割合

自社のリーダーは社内および外部の労働者間における仕事の分配方法を

理解していると回答したIntentional Orchestratorsの割合はNon-

Orchestratorsの約5倍です。
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4. Intentional Orchestratorsは他の回答者より、社
内および外部の労働者に仕事を割り振る方法を理
解しているリーダーがいる傾向が高くなっています。

どのような仕事が社内や外部の労働者に適しているかについて

組織のリーダーがどの程度理解しているかという質問に対して、

自社のリーダーが社内および外部の労働者間における仕事の

分配方法を理解していると回答したIntentional Orchestrators

の割合はNon-Orchestratorsの約5倍でした。（図6参照）

Novartisでは、リーダーは、社内および外部の労働者の望まし

いバランスについて計画的に考え始めており、その判断はビジネ

スの具体的なニーズに基づいています。「組織内で発生する特

定の仕事に対してどのようにリソースを調達するかという意思決

定において、スキルの有無、スキルへのアクセスの速さ、お手頃

感といった側面を考慮して、優れた人材を外部から調達できる

ようにするために、私たちにはもっとできることがあるはずです」と

Graf氏は述べています。

PlanOmaticでは、仕事をどのように割り振るかについての判断

は現在進行中のプロセスです。同社には約50人の従業員がお

り、全国で数百の業務委託先と連携しています。（同社のタ

レント・エコシステムにはインド、ベトナム、フィリピンにある事務

所も含まれ、撮影後の編集作業や管理業務のニーズを満たす

サポートをしています。） PlanOtechsとして知られる同社の業

務委託先では、不動産投資信託用の物件写真をプロカメラ

マンが撮影しています。Covrigaru氏は、不動産事業は季節性

があり、年間を通じて需要が増減するため、PlanOtechsの数は

「ほぼ毎日のように変化します。クライアントのニーズによって、ス

ケールアップやスケールダウンをしながら、PlanOtechsを日々オン

ボーディングしています。私たちは、ベンダーネットワークの採用、

維持管理、スケジューリングを非常に得意としています。それが

私たちの本業です」と述べています。社内および外部の労働者

のバランスを定期的に調整することは、同社のビジネスモデルに

は不可欠です。

Covrigaru氏は、同社の最も重要な市場の一部でフルタイムの

従業員をさらに増やすかどうかについてCOO（最高執行責任

者）と話し合ってきたと述べています。「私たちは、W-2（源泉

徴収票）対象の従業員から海外の業務委託者まで、すべて

の種類の労働者を含め、このタレント・エコシステムを検証し、

作り上げてきました」と彼は言っています。「私たちは、一つの市

場から別の市場へリソースをシフトさせることに多くの経験を持っ

ています。
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私たちはW-2従業員と業務委託者とのバランスをとり、様々な

状況における制約を認識しながら舵を取る術を身に着けてきま

した。挑戦の連続ですが、リソースが適切に構成されれば、実り

あるものになります。」同社のタレント・エコシステムをオーケスト

レーションすることは、PlanOmaticにとって、継続的でダイナミッ

クなプロセスです。

5. Intentional Orchestratorsは自社の労働力をビジ
ネス戦略と連携させている傾向が他の回答者より
高くなっています。

Intentional Orchestratorsの大多数（86％）が自社において、

労働力をビジネス戦略と目標に効果的に連携させていると答

えています。そのようなことを実施していると答えたNon-

Orchestratorsはわずか30％でした。（図7参照）この特筆す

べき調査結果から、Intentional Orchestratorsは包括的で広

範囲にわたるアプローチを使うことで、タレント・エコシステムの

オーケストレーションにあまり注目していない組織と比較して、労

働力と戦略的な必須事項をより効果的に連携させていること

が分かります。組織の労働力ニーズを（様々な種類の貢献者

により）満たすための取り組みをコーディネーションすることは、ビ

ジネス戦略との連携を高めることにつながる可能性があります。

Graf氏は、Novartisの労働力を「私たちのパーパスやビジネス戦

略に沿った業務遂行に貢献する人々」と説明しています。

Novartisのビジネス環境では、同社の労働力の一部になる人

は、そのパーパスと戦略の一部になります。社内外の両方の参

加者を含むタレント・エコシステムを意図的にオーケストレーション

することは、より強力な組織的連携と相関があります。

より正確に言えば、組織的行動を望ましい戦略的成果に一

致させるという点では、Intentional Orchestratorsが優位な立

場にあるように思われますが、そのメリットは厳密には組織的連

携から得られるものではありません。結局のところ、多くの労働

者は厳密には組織の一部ではなく、組織のタレント・エコシステ

ム全体の一部なのです。タレント・エコシステムでは、組織の労

働力構造をビジネス戦略と結びつけることで、リーダーは自社組

織における「組織的連携」および自社組織のための「組織的

連携」の意味について今までとは違う考え方をするようになるか

もしれません。

現代的なタレント・エコシステムを構成する多様で相互に連携

する要素を管理するためには、リーダーがオーケストレーションのア

プローチを採用することを私たちは推奨します。まず、リーダーは

労働力構造の中にいる個々の参加者が価値を創造するため

にどのように協力するのかについて幅広く理解することが必要で

す。

セクション3：タレント・エコシステムの
オーケストレーション
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エコシステムのオーケストレー

ションのために特定の方法で

協働する必要があります。
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シニアリーダーおよびビジネスユニットリーダーは、タレント・エコシ

ステム全体がどのように活動するのかについて、統合された視点

を構築しなければなりません。その一方で、各機能部門のリー

ダーにも重要な役割がありますが、それは多くの場合、現場で

の業務上の決定に関連するものです。シニアリーダー、ビジネス

リーダー、そして各機能部門のリーダーが協力することにより、意

図的かつ組織的に様々なプレイヤーをオーケストレーションし、エ

コシステムの成功に貢献することができます。相互に連携する

新たな関係性には、マネジメント方法、テクノロジー、統合、そ

してリーダーシップに根本的な変更が必要となる可能性があり

ます。

部門を横断したタレント・エコシステムの
オーケストレーション

図8では、同心の六角形一式を描き、タレント・エコシステムの

中で組織の各機能部門がどのように一体となり、タレント・エコ

システムのオーケストレーションに不可欠となる重要な活動やシ

ステムに対応するかについて説明しています。六角形の周りには、

シニアリーダー、ビジネスユニットリーダー、各機能部門などの重

要なプレイヤーを記載しています。私たちはこれらを三つの軸で

整理しています。「シニアリーダー」と「ビジネスユニットリーダー」は

一般的にタレント・エコシステムを全体的かつ統合的に捉える

必要のある主要なオーケストレータであるため、図の中央を通る

縦軸に配置されています。

相互に連携する新たな関係性には、マネジメント方法、

テクノロジー、統合、そしてリーダーシップに根本的な

変更が必要となる可能性があります。
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「HR」と「調達」は、タレント・エコシステムに不可欠な貢献者へ

のアクセスの獲得と管理に関連した管理者的責任を担うこと

が多いため、これらの機能部門は一番上の横軸に向かい合わ

せになるように配置されています。「IT」と「財務／法務」はタレ

ント・エコシステムの存在と効果的な運用を可能にするという重

要な役割を担うため、これらの部門は２番目の横軸に向かい

合わせになるように配置されています。

この四つの同心の六角形はタレント・エコシステムのオーケスト

レーションには不可欠となる機能横断的なアクティビティとシス

テムを表しています。タレント・エコシステムでは、組織がいくつか

の主要な慣行に取り組む方法を根本的に変える必要があるた

め、「マネジメント方法」が中心に配置されています。例えば、

多くのマネジメント方法は、いわゆる従業員ライフサイクルモデ

ル（フルタイム従業員の確保、育成、保持）と結びついていま

す。タレント・エコシステムでは、新しいマネジメント方法は多くの

場合、どこであろうと最高の人材を引き付けるために必要となっ

たり、新しいアプローチで個人と組織を巻き込むため（デジタル

労働プラットフォームを使用して個人の貢献者を見つけたり、独

立したソフトウェア開発者がアプリストアで提供するための革新

的なアプリを作成できるようにインターフェースを開いたりするな

ど）に必要となったりします。

同心の六角形の2番目である「テクノロジー・イネーブラー」は、す

べての種類の貢献者を管理できるようにするシステムとデータを

表します。ほとんどの組織において、労働力に関係するテクノロ

ジーとデータは断片的なものになっています。様々な労働力の

貢献者に対してサイロ化された異なるシステムが適用されてい

ます。

一つの機能部門（ITなど）の中で業務委託者を追跡するた

めのシステムと、製品機能を拡張するためのアプリを作成する

開発者のエコシステムを管理するシステムが別々のシステムであ

るかもしれません。さらに、別のシステムを使用して、第三者の

下請運送事業者を追跡しているかもしれません。タレント・エコ

システムのオーケストレーションには、組織および異なる種類の貢

献者の両方に対応するテクノロジーの管理も含まれます。

3番目の六角形は「統合アーキテクチャ」を表しています。リー

ダーは、タレント・エコシステムをリードし管理できるように、各機

能部門がどのように協力すべきかを決定します。私たちは、組

織が従業員と外部労働者の両方に関わる方法において、重

複やギャップ、矛盾があると考えるエグゼクティブから繰り返し

話を聞きました。すると、いくつかの組織のケースでは、機能部

門によって、管理するエコシステムの関係性の種類が異なってい

ました。例えば、戦略的事業開発グループが戦略的パートナー

シップを担当し、別のグループが開発者との関係を担当してい

る場合、アプローチが統合されていないため、社内に緊張をもた

らし、サードパーティを混乱させるメッセージとなってしまう可能性

があります。統合アーキテクチャは HRや調達（外部人材にアク

セスするため）だけでなく、IT（例えばデータアクセスのため）、

法務（契約のため）、そして財務（配分、請求書送付、支

払いのため）などの他の分野にも及びます。また、リーダーは外

部協力者との関係をどのようにコーディネーションすべきかを決め

る必要があります。例えば、どの程度厳密にサードパーティの成

果を管理するかを選択することで、ソフトウェアアプリについて徹

底したコンプライアンステストを実施できるようになる可能性があ

ります。

最も外側にある4番目の六角形は「リーダーシップアプローチ」を

表します。タレント・エコシステムをリードするには、リーダーの行動

や考え方に大きな変化が必要となるかもしれません。

リーダーはビジネスの将来の方向性だけではなく、タレント・

エコシステムがそのビジョンをどのように実行可能にするのか

についての見通しを明確にすべきです。
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例えば、タレント・エコシステムの多くの参加者は企業の外部人

材（ギグワーカー、再委託業者、アプリ開発者など）であるた

め、マネジャーは自社の従業員に対して行っているような直接

的な管理はできません。タレント・エコシステムでは、組織の境

界線の内外でのコミュニティ構築、および、権限がなくても影響

を与えられることがリーダーが持つツールの中で重要な要素にな

ります。また、DEIの原則と実践を外部協力者にまで拡大する

必要があるかもしれません。すべてのレベルのリーダーがタレント・

エコシステム構造における自分たちの導き方を見直さなければ

なりません。

この六角形のモデルを基に、本セクションの残りの部分では、

様々な部門が自社のタレント・エコシステムをオーケストレーショ

ンするために、どのように連携することができるのかについて説明

します。

シニアリーダー

シニアリーダーは、組織の戦略設定や全社的な取り組みの指

導、測定基準の設定における重要な役割のほか、一般的に

意思決定の最終地点として重要な役割を担っています。このよ

うな役割に加えて、自社のタレント・エコシステムの最終的な

オーケストレータとして活動する責務を追加することを私たちは

推奨します。リーダーはビジネスの将来の方向性だけではなく、

タレント・エコシステムがそのビジョンをどのように実行可能にする

のかについての見通しを明確にすべきです。

リーダーは、組織が外部協力者にどの程度依存するかを検討

する必要があります。これには、製品やサービスに付加価値を

付ける再委託業者やアプリ開発者など、外部組織への依存

度を評価することも含まれます。経営者による外部協力者へ

の依存をサポートするための適切なシステムやリソースがあるかど

うか、および、外部協力者のパフォーマンスについて評価・推進

するための正しい測定基準やツールをマネジャーが持っているか

どうかについて、リーダーは追加で考慮します。また、DEIの取り

組みは、組織のタレント・エコシステム全体の活動を見る際に

リーダーが考慮すべき重要なテーマです。これらのタレント・エコシ

ステムに関する問題は、特定のプログラムや習慣の漸進的変

化を超え、より広範囲な変化であることを反映しており、そのた

め、新しく、より統合された、総合的なアプローチが推奨されま

す。

ほとんどの組織が少なくともある程度は、いずれかの種類の外

部協力者を採用しているため、自社内にタレント・エコシステム

が既にある可能性が高くなっています。

外部協力者にどの程度依存しているかを認識し、評価すること

はシニアリーダーにとってメリットになるかもしれません。「外部の

業務委託者は既に自社で重要なミッションをもつ役割を担って

いるのか？」といったように、自社の従業員ではない貢献者に

既にどの程度依存しているかについて認識し始めたばかりであ

るリーダーがいることを私たちは目の当たりにしました。現在の組

織のタレント・エコシステムについて、その構成と運用に関する包

括的（機能横断的）な共通認識を持つことがシニアリーダー

にとって貴重な一歩となるかもしれません。その認識が得られれ

ば、将来的に自分たちが希望するタレント・エコシステムについ

て、そして、それをオーケストレーションする最善の方法について、

共通認識を深めることが「より簡単」になるかもしれません（簡

単なことではないのですが！）。

ビジネスユニットリーダー

ビジネスユニットリーダーは自社のビジネスユニット内でタレント・

エコシステムのオーケストレーションを担当するため、同様の課題

に直面します。ビジネスユニットリーダーは、比較的大きな戦略

的考慮事項に加えて、日々の業績に影響を与える業務上の

意思決定に責任を持っています。ビジネスユニットがタレント・エ

コシステムをコーディネーションしなければ、戦略的な必須事項と

戦術的な活動の連携に支障をきたすかもしれません。

オーケストレーションに関する質問

➢ シニアリーダーがタレント・エコシステム全体を包括的

および総合的な視点で見るには、どのような方法が

ベストなのでしょうか？シニアリーダーはこのような視

点を既に持っていますか？そのような視点を持ってい

ない場合、何を変える必要がありますか？

➢ どのような種類の統合方法（機能横断的な考慮

事項を含む）をシニアリーダーは導入すべきでしょう

か？運営委員会の立ち上げ、機能部門の拡大や

全く新しい機能部門の構築は自社の状況において

適切ですか？

➢ 構造全体のより良いオーケストレーションのためにシニ

アリーダーが導入すべきタレント・エコシステムを中心

とした新たな測定基準はありますか？
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例えば、あるビジネスユニットがイノベーションに対して包括的ア

プローチをとり、サードパーティが自社の製品と連携するアクセサ

リソフトやアプリを作成できるようにインターフェイス （API） を

公開することを計画していると仮定します。その際、ビジネスの

別の部分で、より閉鎖的または独占的なアプローチをとると、シ

ニアリーダーが解決すべき対立が生じ、ビジネスユニットとシニア

リーダーの両方のレベルで課題が生まれる可能性があります。こ

の例は、外部協力者とのエンゲージメントのオープン性と種類に

関する決定が、組織の内部で異なる可能性があることが浮き

彫りにしています。これは、外部協力者を混乱させたり、社内

従業員が不満を抱いたりしないように取り組みが一体化されて

いれば（例えば、開発者が社内アプリケーションに関わっている

など）問題ない場合もあります。

シニアリーダー同様、ビジネスユニットリーダーも様々なプロセス、

ルール、規範のある異なった状況で活動する多様な貢献者を

管理する必要があります。これらの貢献者の多くが外部の人

材であるため、リーダーは多くの場合、彼らを管理する権限をあ

まり持っていません。例えば、労働法により、マネジャーが業務

委託者に対して総合的なパフォーマンスマネジメントを行うこと

ができない場合があります。このジレンマに対応する一つの方法

は、管理が「可能」な領域にリーダーシップの焦点を絞るというこ

とです。例えば、より包括的なコミュニケーションを通じて、従業

員と外部協力者の両方にまたがるより統合された文化を発展

させ、育むといったことが挙げられます。リーダーの中には、コミュ

ニティの構築と外部協力者の動機付けに長けている同僚の中

に身を置くことで、より少ない権限で管理する必要性に対応し

ている人もいます。また、そのような移行を容易にするために、

経営幹部教育に従事することもあります。

階層的な指揮統制の状況ではよくある当然のことが、よりオー

プンで、ネットワーク化されたタレント・エコシステムモデルではうま

くいかない場合があるため、組織のリーダーの各階層に渡り、

リーダーの育成に取り組む必要があります。例えば、多くの研究

は、特定の分野または製品に関する深い専門知識と、組織や

業界に関する幅広い知識の両方を兼ね備えた「T型リーダー」を

育成する価値に焦点を当てています。このようなタイプのリーダー

は、タレント・エコシステムの環境における活動を特に得意とす

る場合があります。マネジャーをT型リーダーに育成するには、組

織内の他の機能部門における学習の機会を提供したり、経験

を広げるために社外の機会を利用できるようにしたりするなど、

新しいアプローチが必要となるかもしれません4。

HR部門

労働力に関する調達、募集、雇用、育成、および管理業務の

広範なマネジメント活動を検討する場合、私たちは通常、まず

HR部門に行きます。このグループは通常、コンプライアンスや方

針の実施など、人事に関するあらゆる側面を担当しています。

しかし、労働力が実際には従業員だけでなく、外部のプレイ

ヤー（個人および組織の両方）からも構成される「タレント・エ

コシステム」の場合、HRの役割はどのように変化するのでしょう

か？HRの責務の多くが変化し、マネジメント方法が修正された

り、新しいものになったりします。労働力が従業員以外にも拡

大するため、労働力についての計画、人材獲得、教育と育成、

キャリアパス開発、パフォーマンスマネジメント、および報酬をす

べて見直さなければなりません。

従来は、HRのみが社内従業員に関するトピックに対応してきま

したが、組織がタレント・エコシステムに移行するにつれ、HRの

活動は従業員ではない参加者も網羅するために、他の機能

部門と統合される必要があります。労働規制があるために、一

部の統合は不可能ですが、統合が可能なものの一例として、

年次の従業員エンゲージメント調査があります。貢献者の大半

が会社に採用された従業員ではない場合、このフィードバックの

仕組みを社内従業員のみを対象に行うことに意味があるので

しょうか？また、各部門では、（フルタイム従業員を雇用するの

ではなく）デジタル労働プラットフォームなどを経由してプロジェ

クトベースで外部労働者を雇用することが増えており、調達部

門を通じてこのような雇用を管理しています。

オーケストレーションに関する質問

➢ 組織内のビジネスユニット間、およびビジネスユニット

内部で、タレント・エコシステムのオーケストレーション

に対する考え方がどの程度異なる可能性があります

か？

➢ ビジネスユニット内部にあるタレント・エコシステムに

関連した組織風土についての考慮事項の中で、ビ

ジネスユニットリーダーが改善できるものはあります

か？

それはどのようなものですか？また、どのような対応

が考えられますか？

➢ ビジネスユニットリーダーが、タレント・エコシステムをよ

り良くオーケストレーションする後押しとなるような、よ

り優れたT型リーダーの創出を中心としたリーダー育成

の機会はありますか？
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このような場合、HRはどの程度関与すべきなのでしょうか？また、

組織内の特定の仕事と特定の役割のために従業員を訓練す

るという従来の考え方は、社内外の両方の貢献者を対象とし

た、より継続的で自主的な育成の機会へと変わるかもしれま

せん。その目的は、人が自分自身のために、そして組織のため

に自己成長できるようにすることです。

これまでのHRリーダーは、よりネットワーク化され相互に連携する

世界で社内外の多種多様な貢献者を管理するための経験を

持っていない可能性があります。HRリーダーがHR部門の中だけ

でキャリアを積んできたのであれば、より適切なスキルや新しい

経験を身につけるための開発の機会が必要かもしれません。例

えば、HR部門で何年も過ごしてきたHRリーダーは、他のビジネス

分野に触れることで恩恵を受ける場合があります。リーダーはそ

のような経験をすることで、タレント・エコシステムのオーケストレー

ションにおいて新しく大きな役割を急に持つことになった他の機

能部門（財務など）のリーダーと、より協力して働くことができ

るようになります。

タレント・エコシステムが発展するにつれ、HRはこれまで影響を

与えてきた一部の領域で管理権限を失う可能性があります。

ビジネスユニットや各機能部門にとっては、従来の従業員中心

のモデルから外れて、自らリソースを探し、雇用できることが増え

ています。しかし、HRはそのスコープに外部協力者のエンゲージメ

ントを含めることで、新たな貢献の機会を獲得することができる

かもしれません。例えば、HRはエンタープライズ（事業）レベル

の人事管理に移行するための方針、計画、リソースを考案し始

めることができます。

最後に、HRは調達部門などのパートナーと共に、外部協力者

に対するアクセス、育成、調整、つながりに焦点を当てた活動

に移行するうえで、重要な役割を果たすことができます。

調達部門

マネジャーにとって調達部門とは、コスト削減のための活動や、

製品およびサービスを創造するための材料の契約締結を想像

することが多いようです。しかし、多くの場合、調達部門は商品

やサービスのための材料調達や契約締結だけでなく、外部の業

務委託者や再委託業者、プロフェッショナル・サービス組織など

とも関与しています。

従来は、HRのみが社内従業員に関するトピックに対応してきましたが、

組織がタレント・エコシステムに移行するにつれ、HRの活動は従業員

ではない参加者も網羅するために、他の機能部門と統合される必要

があります。

オーケストレーションに関する質問

➢ 組織が社内の従業員中心の構造からタレント・エコ

システムの構造に移行する中、HRの役割はどのよう

に変化していくのでしょうか？具体的にはどのような

責任を変更する必要があるのでしょうか？新たに追

加する必要のある責任はどのようなものでしょうか？

➢ 業務委託者に対して行うことが許される育成および

パフォーマンスマネジメントのレベルは、多くの場合、

労働法によって規定されていますが、組織風土、給

与、報酬などの課題に関しては、HRは業務委託者

に関与すべきでしょうか？

➢ HRリーダーはタレント・エコシステムのオーケストレーショ

ンで重要な役割を果たすための十分な準備をする

ために、どの程度まで幅広い経験をする必要があり

ますか？
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これらのグループは、組織の労働力に占める割合がますます大

きくなっているため、調達部門はより中心的で戦略的な役割を

担うようになるかもしれません。調達部門は、人材にアクセスし、

雇用するためのより重要なパートナーになるのでしょうか？そうだ

とすると、調達部門と他の機能部門との関係を見直す必要が

あるかもしれません。

IT部門

テクノロジーはタレント・エコシステムの出現と管理において、極

めて重要で様々な役割を担っています。HRシステム、業務委

託者の管理システム、タレントマーケットプレイスなどの労働力に

関するテクノロジーは、重要なインフラとして機能し、社内外の

貢献者を管理する際に機能横断的で密接なコーディネーション

を可能にします。その他、Microsoft Teams、Zoom、Slackのよ

うなテクノロジーは労働者がより効率的に任務を遂行する際に

役立ちます。卒業証書、証明書、記章、職務経歴などのクレ

デンシャルな情報を検証する際には新しいテクノロジーが役立っ

ていますが、このようなシステムでは多くの場合、ブロックチェーン、

AI、機械学習などのテクノロジーが重要になっています。

最後に、ロボットやチャットボットのようなテクノロジーは、タレン

ト・エコシステムの一員として重要な役割を果たすことが多くなっ

ています。これらすべてのテクノロジーはそれぞれ異なるものでは

ありますが、タレント・エコシステムの運用やオーケストレーションに

貢献しています。

これらのテクノロジーやシステムの中には、完全に特定のビジネス

ユニットや機能部門内で管理されているものがある一方で、少

なくともある程度はITによって管理されているものもあります。そ

の他の機能については、タレント・エコシステムの普及が進むに

つれ、ITグループの役割を根本的に変える必要があるかもしれ

ません。

当然ながら、ITのリーダーには技術に関する深い知識が必要で

す。しかし、組織の幅が広がるにつれ、ビジネス戦略の複雑さを

把握し、その戦略を実現したり、頻繁に推進したりするためのテ

クノロジーの役割を把握することも必要になります。IT部門は

ツールやシステムを提供するほかに、相互の連携が強いタレン

ト・エコシステムにおいて、データの重要な役割が進化しているこ

とも理解する必要があります。ビジネスのマネジャーは自社を導

くために、カスタマーインサイトと広範な社内指標の両方を含め、

高度なデータと分析にますます依存するようになっています。タレ

ント・エコシステムでは、外部協力者の職歴、資格、評判など、

そのデータの多くについて、組織の外に存在しています。IT部門

とそのリーダーは、そのデータの有効性、そのデータへの適切なア

クセス、異なるシステム間の統合を保証する役割を担っていま

す。組織がタレント・エコシステムへのアプローチにおいてより統合

され、タレント・エコシステムのオーケストレーション方法がより高

度になると、IT部門は自分たちの役割や活動を見直す必要性

が生じてきます。

オーケストレーションに関する質問

➢ タレント・エコシステムに関して、より広い視野を与え

るような新しい経験は、ITリーダーにとってどの程度メ

リットになるのでしょうか？

➢ タレント・エコシステムのオーケストレーションをサポート

するために、IT部門が調達または開発し、管理すべ

き新しいシステムはありますか？

➢ ITがタレント・エコシステムを最も効果的にサポートし、

関与していくために見直すべき社内の指揮系統

（直接的または間接的）はありますか？

オーケストレーションに関する質問

➢ 社内における指揮系統について変更すべきものはあ

りますか？調達とその他の領域の間におけるコーディ

ネーションを改善できるような組織的な仕組みはあり

ますか？

➢ 調達部門によるデータ共有をより簡単にしたり、調

達部門が社内顧客とより効率的に業務を行ったり

することを可能にする技術的な解決策はあるので

しょうか？

➢ 調達部門にとって役立つ新しい機能部門やプロセス

はありますか？

➢ 調達のリーダーは経験やスキルの幅を広げる新しい

機会にアクセスすることができる状態であるべきでしょ

うか？彼らにとって有益となるような新しく、異なる

開発機会にはどのようなものがあるのでしょうか？

➢ 調達部門のリーダーはタレント・エコシステムのオーケ

ストレーションに関連する新たな役割を担う準備がで

きていますか？
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財務／法務部門

財務および法務部門はタレント・エコシステムの実施とオーケス

トレーションを成功させるために不可欠な役割を担っています。

予算配分を監督する包括的な責任を持つ財務部門は、組織

の貢献者の種類と彼らに関係する様々なコストについての検

討に関与します。また、タレント・エコシステムのオーケストレーショ

ンをサポートする新しいシステムとツールに関する検討にも関与し

ます。

法務部門は、リスクへの配慮を管理するほかにも、エコシステム

の様々なメンバーとの契約と、知的財産への配慮の両方に密

接に関わる必要があります。特に知的財産の領域では、どのよ

うな種類のライセンスを使用するかに関して、多くの複雑な問

題があります。これらのテーマは、複数者間におけるどのような

種類のパートナーシップやアライアンスにおいても日常的に対応

されるものですが、タレント・エコシステムでは、これらの問題のボ

リュームと複雑さが劇的に増える可能性があります。

タレント・エコシステムのオーケストレーションについては、組織の

多くの機能部門が責任を共有しています。リーダーは相互に連

携した複雑なシステムを効果的に管理するために、これらの部

門間の関係をどのように構築するかを決める必要があります。

調達部門や法務部門などの一部の部門はタレント・エコシステ

ムのオーケストレーションプロセスに関わったり、溶け込んだりする

ために特別な努力が必要となるかもしれません。タレント・エコ

システムを意図的に主導し、管理することで、組織による戦略

的目標の達成方法を、現在も将来的にも改善することができ

ます。タレント・エコシステムをオーケストレーションすることは、自

社の未来の指揮を執るということです。

オーケストレーションに関する質問（財務）

➢ 価値の創出に貢献するサードパーティが増えると、組

織にはどのような財務的影響がありますか？

➢ 財務諸表に与える影響について、対応すべきことは

ありますか？

➢ 追跡すべき異なる種類の指標はありますか？

➢ これらのタレント・エコシステムを管理するためのシステ

ムおよびツールがますます広範囲になることに伴い、

どの程度ITの予算を修正すべきですか？

オーケストレーションに関する質問（法務）

➢ テクノロジーのライセンス：

₋ エコシステムで活動する他の企業（または個

人）から、どの程度までテクノロジーのライセンス

を受ける必要がありますか（ライセンスを受ける

側の場合など）？

₋ エコシステムの参加者に対してテクノロジーのライ

センスを与える機会はありますか（ライセンスを

与える側の場合など）？

₋ 対応すべき知的財産の共同開発はあります

か？

₋ 上記すべてについて、望ましいライセンス契約の

種類は何ですか？

➢ 対応が必要だと思われる他の種類のライセンス

（著作権や商標権など）は何ですか？

➢ 独占権、収益分配、クロスライセンス、その他の考

慮事項はどのように扱われますか？これらの問題の

うち地域によって異なるものはありますか？ある場合

は、どのように異なりますか？

➢ タレント・エコシステムにおける様々な種類の貢献者

とのエンゲージメントに関して、契約上の問題はあり

ますか？

結論



質問1

あなたの組織において、以下の各グループはそれぞれどの程度自社の労働力の一部で

あると思いますか？

調査結果：

質問と回答

2022 Future of the Workforce Global Executive Surveyより

集計結果を四捨五入していることにより、一部のチャートでは合計が

100%になりません。
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フルタイム／パートタイム従業員

全く

そう思わない

あまり

そう思わない

少し

そう思う

ある程度

そう思う

非常に

そう思う
分からない

業務委託

（例：ギグワーカー、コンティンジェンシーワーカー）

外部協力者

（例：クラウドソーシング・イノベーター、
リードユーザー・イノベーター）

31% 1%27%11%5% 24%

84%9%4%2% 0%1%

30%18%10% 24% 14% 2%

サービスプロバイダー

（例：PRエージェンシー、経営コンサルタント）

22% 15%25% 23% 9% 7%

労働力拡張のためのテクノロジー

（例：AI、ロボット、チャットボットなど） 16%25% 6%20% 18% 14%

アプリ開発者／アクセサリプロバイダー

（例：アプリストアからアプリを提供）
14%25% 7%21% 22% 11%

集計結果を四捨五入していることにより、一部のチャートでは合計が100%になりません。



質問2

あなたの組織が外部人材を利用する主な理由は何ですか？

質問3

あなたは、今後18～24カ月以内に、以下の労働力が増える、変わらない、
または減ると考えていますか？
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社内の人材不足を補うため

新しいスキル（コモディティ化された低レベルの

スキル）が必要なため

コスト削減のため

1%

12%

26%

2% 0%

新しいスキル（自社で不足している高レベルの

スキル）が必要なため

7%

よりオンデマンド（可変）な労働力

モデルへ移行したいと考えているため
19%

その他

25%

21% 11%

25% 19% 17% 20%

10% 16% 24% 16% 7%

37% 29% 15% 7% 5%

11% 11% 18% 25% 37% 27%

15% 20% 20%

1% 43%0%

フルタイム／パートタイム従業員

減る 変わらない 増える 該当なし 分からない

業務委託

（例：ギグワーカー、コンティンジェンシーワーカー）

外部協力者

（例：クラウドソーシング・イノベーター、
リードユーザー・イノベーター）

4%

1%

29%
サービスプロバイダー

（例：PRエージェンシー、経営コンサルタント）

11%

12%

労働力拡張のためのテクノロジー

（例：AI、ロボット、チャットボットなど） 7%

アプリ開発者／アクセサリプロバイダー

（例：アプリストアからアプリを提供）
12%

46%

37%

1%

45% 3% 3%

5%

30% 11%

12%

4%

17%

13%

8%

3% 59% 9%

37%

49%

38%

22%

35%

35%

これはドラッグ＆ドロップしてランク付けする質問です。回答者は上位三つの回答を選択しています。



質問4

以下の文について、あなたはどの程度同意しますか？

「私の組織は外部協力者雇用を検討しているマネジャーをサポートしている」

質問5

以下の文について、あなたはどの程度同意しますか？

「私の組織は、自社の製品やサービスと連携する製品やサービスを作成する外部企業

（アプリ開発者／アクセサリプロバイダーなど）を、（データやリソースへのアクセスなどを

提供することにより）サポートしている」
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どちらとも

いえない

全く

同意しない

同意しない

3% 22%

同意する

46%

強く

同意する

17%

分からない

3%

全く

同意しない

同意しない

6%

強く

同意する

16%

分からない

6%

どちらとも

いえない

同意する

22% 38%
14%

10%



質問6

あなたの組織では、外部の人々があなたの組織の製品またはサービスの開発に貢献する

オープンイノベーションまたはクラウドソーシングの活動にどの程度関与していますか？

質問7

あなたの国では、外部協力者（例えば、業務委託者）の雇用に関する労働法は

どの程度寛大または厳格ですか？
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全く

関与していない

あまり

関与していない

少し

関与している

17% 23%

非常に

関与している

分からない

3%

ある程度

関与している

寛大 厳格

12%14% 12%

21% 12%

18% 25% 19%

25%



質問8

以下の文について、あなたはどの程度同意しますか？

「私の組織は、統合されたアプローチを使って社内従業員および外部協力者を

管理している」

質問9

以下の文について、あなたはどの程度同意しますか？

「私は、外部労働者が組織文化に関与することは重要だと考えている」
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強く

同意する

分からないどちらとも

いえない

全く

同意しない

同意しない

4% 20%

同意する

40% 18% 2%

全く

同意しない

同意しない

1%

強く

同意する

33%

分からない

1%

どちらとも

いえない

同意する

16%

5% 13% 47%



質問10

あなたは自身のことを労働市場における「フリーエージェント」だと考えていますか？

それとも現在の組織における「忠誠心のある従業員」だと考えていますか？

注：ここでは、「フリーエージェント」とは、自身の現在の組織の外にある新たなチャンスに対して常にオープンな状態で仕事を

している人を意味し、「忠誠心のある従業員」とは、自身が勤める現在の会社を離れる計画やその意思がない人を意味します。

質問11 

以下の文について、あなたはどの程度同意しますか？

「私の組織は、私のキャリア開発に配慮してくれていると信じている」
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忠誠心のある

従業員

分からないどちらとも

いえない

フリーエージェント どちらかといえば

フリーエージェントだ

19% 7%

どちらかといえば

忠誠心のある

従業員だ

16% 39% 1%

全く

同意しない

同意しない

7%

強く

同意する

20%

分からない

1%

どちらとも

いえない

同意する

19%

15% 23% 34%



質問13 

あなたの組織では様々な機能部門（HR、調達、ITなど）を横断した労働力（社内
従業員と外部協力者の両方を含む）の管理をどの程度コーディネーションしていますか？
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複数の部門に

わたり大まかに

コーディネーション

している

44%

複数の部門にわたる

コーディネーションは

していない

分からない複数の部門に

わたり綿密に

コーディネーション

している

38%

質問12

あなたの組織のマネジャーが従業員の忠誠心を向上させるために実践することができる

活動があれば、一つか二つ挙げてください

機密情報や個人情報は記入しないでください。

機密情報や個人情報は記入しないでください。

14% 5%



質問14 

あなたの組織における社内および外部の貢献者について、あなたが考える理想的な

組み合わせはどのようなものですか？

質問15 

あなたの組織のリーダーは、社内または外部の労働者に最も適した仕事の種類を

どの程度理解していますか？
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ほぼ全員がフルタイム

またはパートタイムの

従業員になるように

採用、雇用、確保

する

できる限り多くの外部

労働者、コンティンジェ

ンシーワーカー、サード
パーティの労働者を

雇用する

大部分が社内従業員

で構成されるように

社内外の貢献者を

組み合わせる

17% 49%

理想の組み合わせは

なく、状況と必要性に

よって変わる

分からない

1%

大部分が外部労働者

（業務委託者など）
で構成されるように

社内外の貢献者を

組み合わせる

5%6%

理解している 理解していない

18%30%27% 3%6%15%

24%



質問16

あなたの組織のマネジャーは以下のタレントマーケットプレイスをどの程度使用していますか？

質問17

以下の各文について、あなたはどの程度同意しますか？
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社内のタレントマーケットプレイス

（例：労働者を利用可能なプロジェクトやス

トレッチアサインメントにマッチングさせる社内
プラットフォーム）

25%

外部のタレントマーケットプレイス

（例：雇用主を特定の経験またはスキルを

持つ労働者とマッチングさせるWebサイト）

3%19%17% 21% 23% 17%

20% 25% 11% 7%

全く

使用していない

あまり

使用していない

少し

使用している

ある程度

使用している

非常によく

使用している
分からない

13%

外部労働者が社内労働者と一体になり、

ハイパフォーマンスのチームを作ることは重要だ

全く

同意しない
同意しない

どちらとも

いえない
同意する

強く

同意する
分からない

私の組織のリーダーおよびマネジャーは、タレン

トマーケットプレイスと外部協力者の管理に関

して十分な準備ができており、サポートも受け

ている

私の組織にいる外部労働者が多すぎるため、

私たちの文化がネガティブな影響を受ける恐

れがある

3%26%8%

44%45%8%3%1%

41%21% 23% 2%
私の組織のリーダーは外部協力者よりも社内

労働者を常に優先する

27%26% 24% 8% 6%

私の組織における社内および外部の労働者

の管理方法は断片化されており、統一されて

いない

3%25% 21%

社内および外部の労働者の期待は様々なも

のがあり、提供が必要とされるもの（報酬、

福利厚生、柔軟性など）も様々である

2%

1%

26% 29% 7%

3% 11%

9%

6%

2%

34% 11%

7% 11% 55% 24%



最高経営責任者（CEO） 45%

最高人事責任者（CHRO） 41%

シニアオペレーティングリーダー 26%

最高執行責任者（COO） 22%

シニアHRリーダー 19%

最高財務責任者（CFO） 9%

最高戦略責任者（CSO） 8%

法務担当役員 4%

その他 7%
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質問18 

あなたの組織において、労働力戦略の策定と維持に関する責任を担っているのは

誰ですか？

当てはまるものをすべてお選びください

複数選択式の質問のため、パーセンテージの合計が100%ではない場合があります。

HR 54%

個々のビジネスユニット 53%

調達 20%

IT 19%

戦略 12%

財務 10%

その他 8%

質問19

業務委託者やその他の外部協力者の採用に関する責任を担っているのは

どの部門ですか？

当てはまるものをすべてお選びください

複数選択式の質問のため、パーセンテージの合計が100%ではない場合があります。



質問20

以下に挙げるそれぞれの活動について、あなたは次の文にどの程度同意しますか？

「私の組織はこの活動を効果的に実施している」

質問21 

現在、あなたの組織では労働力を計画する際のデータとして、LinkedInやEmsi Burning Glassなどの
外部人材の雇用に関するデータや労働市場のデータをどの程度使用していますか？
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労働力のニーズをビジネス戦略と目標に連携
させている

全く

同意しない
同意しない どちらでもない 同意する

強く

同意する
分からない

社内人材の供給とポテンシャルに関するイン

サイトを提供している

タレントマーケットプレイスと人材派遣会社を

通じて利用可能な外部人材に関するインサイ

トを提供している

42% 2%12%17%5% 22%

44%22%15%4% 15%

2%
組織全体のプロジェクト、仕事、スキルのため

に社内人材の需要に関するインサイトを提供

している

27% 6%

外部人材の市場動向と課題に関するインサ

イトを提供している
4%

1%

5% 17% 22% 42% 12%

8% 29% 25% 6%

8% 26% 28% 27% 7%

現在は使用していないが、

来年には使用する予定である

18%

現在も今後も使用

する予定はない

分からない現在使用

している

44% 18% 20%



質問22 

あなたの組織には社内のタレントマーケットプレイス（労働者を利用可能なプロジェクトや

ストレッチアサインメントにマッチングさせる社内プラットフォーム）がありますか？

質問22A 

あなたの組織にある社内タレントマーケットプレイスに関して、以下に挙げる特徴はどの程度当てはまりますか？

「私の組織の社内タレントマーケットプレイスは……」

33タレント・エコシステムのオーケストレーション

はい まだないが、導入の

プロセスを進めている

ところである

まだないが、導入を

検討中である

28% 14% 5%

分からないいいえ

42%11%

社内従業員が組織全体における機会を
探ることができるようにしている

64%

従業員が自身の業務、スキル、予定の
空き状況を提示するよう勧めている

48%

マネジャーが自身のニーズとオファリングを
提示するよう勧めている

47%

テクノロジーを活用している 39%

利用可能で必要とされる人材およびスキルに
ついてリアルタイムの情報を生み出す

29%

同一のプラットフォーム上で社内および外部の
両方の貢献者を統合している

21%

外部協力者が組織全体における

機会を探ることができるようにしている
19%

複数選択式の質問のため、パーセンテージの合計が100%ではない場合があります。



質問23

以下に挙げる各文は、組織内でダイバーシティ、エクイティ、インクルージョン（DEI）を
改善する活動を表しています。各文にあなたの組織を当てはめた場合、あなたは各文に
ついてどの程度同意しますか？

質問24

マネジャーはプロジェクトのための業務に関して、通常、外部労働者をどのように

確保していますか？

当てはまるものをすべてお選びください
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私の組織は外部人材のプラットフォーム
（UpworkやExperfyなど）およびエージェン
シーを利用して、多様なフルタイム従業員への
アクセスを増やしている

全く

同意しない
同意しない

どちらとも

いえない
同意する

強く

同意する
分からない

私の組織は外部人材およびエージェンシーを

利用して、多様な外部協力者（業務委託

者など）へのアクセスを増やしている

私の組織はDEIの取り組みによる影響（成

果）を測定する際、社内従業員だけでなく

外部協力者（業務委託者など）も考慮し

ている

32% 10%7%21%8% 22%

16%19%29%13% 4%

7%
私の組織は社内のタレントマーケットプレイス

を利用して、多様な人材を新たな役割へと移

行している

23% 7%

18%

9% 21% 22% 32% 9%

8% 21% 27% 14%

個人的な人脈 60%

定評のある従来の派遣会社

（Manpowerなど） 45%

人的資源のプラットフォーム／ベンダー／

エージェンシー（Upworkなど）
28%

クラウドソーシングまたは

イノベーションコンテスト
7%

上記のいずれでもない 6%

その他 5%

複数選択式の質問のため、パーセンテージの合計が100%ではない場合があります。



質問25 

以下の各文について、あなたはどの程度同意しますか？

質問26

外部労働者に関する以下の各文について、あなたはどの程度同意しますか？
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UpworkやExperfyなどの人材プラットフォームと
のパートナーシップは私の組織のパフォーマンス
にとって不可欠である

全く

同意しない
同意しない

どちらとも

いえない
同意する

強く

同意する
分からない

Randstad、Adecco、Manpowerなどの従来の

派遣会社とのパートナーシップは私の組織のパ

フォーマンスにとって不可欠である

今後18～24カ月の間に、私の組織は戦略的

目標を達成するために必要な外部協力者を

確保することができるだろう

26% 10%5%21%12% 26%

19%25%22%12% 4%

7%
今後18～24カ月の間に、私の組織は戦略的

目標を達成するために必要な条件を満たした

従業員を採用することができるだろう

11% 9%

18%

4% 14% 21% 43% 11%

3% 23% 44% 9%

私たちの組織は、業務委託者などの外部協力

者（ギグワーカーまたはコンティンジェンシーワーカー

など）、外部協力者（クラウドソーシングの参加

者など）、アプリ開発者／アクセサリプロバイダー

などへの依存度を増した際の労働力を管理する
ための準備を十分に行っている

全く

同意しない
同意しない

どちらとも

いえない
同意する

強く

同意する
分からない

24%25%29%10% 6%

3%外部協力者を効果的に管理することは、私たち

の組織のパフォーマンス全体にとって重要である

7%

2% 7% 14% 48% 25%



質問27 

外部労働者に関する以下の各文について、あなたはどの程度同意しますか？

36 MIT SLOAN MANAGEMENT REVIEW • DELOITTE

私の組織は外部労働者に関するパフォーマンス
データを収集している

全く

同意しない
同意しない

どちらとも

いえない
同意する

強く

同意する
分からない

私の組織は外部労働者にフィードバックを

行っている
46% 7%11%14%5% 18%

35%19%21%7% 8%

6%私の組織は外部労働者にトレーニングを

提供している

10%

9% 25% 16% 37% 8%

質問27A 

あなたの組織が外部労働者に提供しているトレーニングの種類をお答えください

当てはまるものをすべてお選びください

手順の操作 80%

オンボーディング 67%

コンプライアンス 64%

キャリア開発 24%

その他 5%

複数選択式の質問のため、パーセンテージの合計が100%ではない場合があります。



調査結果：

デモグラフィック
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営利団体（上場） 26%

営利団体（非上場） 50%

非営利団体 12%

政府 10%

その他（具体的にお答えください） 3%

100万米ドル未満 15%

100万米ドル～4,900万米ドル 23%

5,000万米ドル～2億4,900万米ドル 12%

2億5,000万米ドル～9億9,900万米ドル 8%

10億米ドル～49億9,000万米ドル 9%

50億米ドル～200億米ドル 8%

200億米ドル超 9%

答えたくない 9%

分からない 7%

デモグラフィック1

勤務先の組織分類

デモグラフィック2

勤務先親会社の直近会計年度の収益（米国ドル表示）
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デモグラフィック3

勤務先の従業員数

デモグラフィック4

勤務先の創業年数

1～100人 29%

101～500人 15%

501～1,000人 8%

1,001～5,000人 15%

5,001～10,000人 8%

10,001～100,000人 15%

100,000人超 7%

答えたくない 2%

分からない 1%

1年未満 1%

1～4 年 8%

5～9年 10%

10～25年 25%

26～50年 21%

50年超 33%

分からない 1%



デモグラフィック5

勤務先の主要業種

デモグラフィック6

勤務先のサービス提供分類（B2B/B2C）
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IT・テクノロジー 14%

プロフェッショナル・サービス 13%

教育：中等後教育 13%

製造 5%

金融サービス：銀行 5%

消費財 3%

医療サービス：医療機関 3%

テレコム／通信 2%

政府／公共部門：連邦政府 2%

製薬・バイオテクノロジー 2%

石油・ガス 2%

建設・不動産 2%

自動車 2%

輸送、旅行、または観光 2%

金融サービス：保険 2%

政府／公共部門：州 2%

農業・アグリビジネス 2%

教育：初等・中等教育 2%

小売 2%

電力・公共事業体 2%

金融サービス：
アセットマネジメント、プライベートエクイティ

2%

エンターテイメント・メディア・出版 1%

航空宇宙・防衛 1%

化学 1%

物流・流通 1%

政府／公共部門：都市／地域 1%

エレクトロニクス 1%

医療機器・診断 1%

医療サービス：保険者 1%

その他 9%

B2BとB2Cが半々

23%

主にB2C主にB2B

51% 26%



デモグラフィック7

あなたの主な所属部署を教えてください

デモグラフィック8

あなたの役職を教えてください

CEO／社長／最高経営責任者 15%

スタッフ／個人の貢献者 15%

マネジャー 15%

ディレクター 14%

ビジネスユニットまたは機能部門の責任者 11%

ヴァイスプレジデント 5%

取締役会役員 5%

COO（最高執行責任者） 3%

CIO（最高情報責任者）／テクノロジー・
ディレクター

3%

シニアヴァイスプレジデント 3%

CSO（最高戦略責任者） 2%

CHRO（最高人事責任者） 1%

CFO（最高財務責任者）／会計担当者／
会計監査役

1%

デジタルに注力している他の経営幹部レベルの

エグゼクティブ
1%

CMO（最高マーケティング責任者） 1%

CDO（最高デジタル責任者） 1%

その他 6%

経営企画 17%

IT 12%

ビジネス開発 10%

オペレーション 9%

戦略 8%

HR 7%

リサーチ 6%

製品開発 5%

マーケティング 4%

カスタマーサービス 3%

財務 3%

セールス 3%

サプライチェーンのオペレーションマネジメント 2%

リスクマネジメント 2%

コーポレートコミュニケーション 1%

その他 9%
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デモグラフィック9

あなたの雇用形態を教えてください

デモグラフィック10

過去5年間に臨時雇用（フリーランサー、独立した業務委託、その他の非正規雇用）
として働いた経験はありますか？

フルタイム従業員 79%

パートタイム従業員 6%

フリーランス（フルタイム） 5%

フリーランス（パートタイム） 4%

答えたくない 4%

その他 3%
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いいえ

57%

はい

43%



デモグラフィック11 

あなたの年齢を教えてください

デモグラフィック12 

あなたの性別を教えてください
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18～24歳 1%

25～43歳 20%

44～55歳 38%

56～74歳 37%

75歳以上 2%

答えたくない 2%

男性 74%

女性 23%

その他 0%

答えたくない 2%



デモグラフィック13 

あなたの人種またはエスニシティについて、最も当てはまるものを教えてください

デモグラフィック14 

現在の組織でのあなたの勤務年数をお答えください

アジア系 23%

黒人またはアフリカ系アメリカ人 5%

ヒスパニック系またはラテン系 14%

中東系または北アフリカ系 3%

ネイティブ・アメリカン

またはアメリカ・インディアン
1%

ネイティブ・ハワイアン

または他の太平洋諸島系
0%

白人 44%

二つ以上の人種 2%

その他 2%

答えたくない 7%

43タレント・エコシステムのオーケストレーション

2年未満 18%

2～5年 21%

5～10年 24%

10年超 34%

答えたくない 2%



デモグラフィック15 

あなたは主にどの国で働いていますか？

デモグラフィック15A 

あなたは主に米国のどの州で働いていますか？

<1% 1～3% 4～7% 8～10% >10%
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米国 28%

インド 13%

ブラジル 5%

メキシコ 4%

英国 4%

カナダ 3%

スペイン 3%

オーストラリア 3%

イタリア 2%

南アフリカ 2%

ドイツ 2%

フランス 1%

ナイジェリア 1%

コロンビア 1%

ペルー 1%

アルゼンチン 1%

シンガポール 1%

スイス 1%

チリ 1%

インドネシア 1%

オランダ 1%

ポルトガル 1%

トルコ 1%

日本 1%

フィリピン 1%

マレーシア 1%

ニュージーランド 1%

スウェーデン 1%

アラブ首長国連邦 1%

ベルギー 1%

タイ 1%

ギリシャ 1%

パキスタン 1%

アイルランド 1%

デンマーク 1%

回答者の割合が1%未満の国は表示していません。



デモグラフィック16

あなたは主にどの国に住んでいますか？

デモグラフィック16A 

あなたは主に米国のどの州に住んでいますか？
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米国 27%

インド 9%

ブラジル 4%

メキシコ 4%

英国 4%

カナダ 3%

スペイン 3%

オーストラリア 3%

イタリア 2%

南アフリカ 2%

ドイツ 2%

フランス 2%

コロンビア 2%

アルゼンチン 1%

ナイジェリア 1%

ペルー 1%

シンガポール 1%

チリ 1%

スイス 1%

オランダ 1%

ポルトガル 1%

トルコ 1%

インドネシア 1%

フィリピン 1%

ニュージーランド 1%

日本 1%

スウェーデン 1%

マレーシア 1%

アラブ首長国連邦 1%

ベルギー 1%

ギリシャ 1%

パキスタン 1%

アイルランド 1%

タイ 1%

デンマーク 1%

回答者の割合が1%未満の国は表示していません。

<1% 1～3% 4～7% 8～10% >10%
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